








































まず､ 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 (以下､ ｢行政機関個人情報保護法｣ と
いう｡) 第５条は､ ｢行政機関の長は､ ・・・利用目的の達成に必要な範囲内で､ 保有個人情報が過
去又は現在の事実と合致するよう努めなければならない｡｣ と規定しており､ こういった内容は､
各自治体の個人情報保護条例でも規定されている｡ 例えば､ 自治体の代表的な個人情報保護条例で
ある東京都個人情報保護条例第７条１項には､ 個人情報の適正管理として ｢実施機関は､ 保有個人
情報を取り扱う事務の目的を達成するため､ 保有個人情報を正確かつ最新の状態に保つよう努めな
ければならない｡｣ との規定が見られる｡ このように､ 国の行政機関及び自治体の実施機関 (以下
｢行政機関｣ という｡) が保有する個人情報は､ 正確かつ最新でなければならない｡
しかし､ 国や自治体の保有する個人情報の中には､ 実態と相違する内容の個人情報が存在するこ
ともあり得る｡ そこで､ 国や自治体が自発的に訂正や削除を行えばそれに超したことはないが､ 現
実には､ 国民や住民が自己情報の開示を請求し､ この段階で初めて誤りが露呈されることさえある｡


























｢たしかに､ 個人の人格の独立性の観点からすれば､ 自我の萌芽がない幼児を除き､ 子の個人情
報は親の個人情報と区別されるべきであり､ 子の独立の人格を認める以上､ 親といえども子の秘匿
する情報に介入しないことが相互の信頼の基礎とされるものといえる｡ しかし､ 子が親の監護､ 養
育の下に置かれ､ 社会的にも親が監護､ 養育の権利を行使することが期待される場合においては､
子の対外的言動は監護､ 養育を行うべき親に対する評価の基礎となる親の個人情報というべき側面
をも有するものであり､ また､ 子の交友関係等は､ 本来的には子の判断に委ねられつつも､ なお監





るに､ 本件では､ 乙山中学校二年次に在籍した甲 (筆者注・以下同じ) の自殺の後に主として甲の




事例 (Ｂ) 横浜地判平成年２月日 (転居先住所不開示処分取消等請求事件：一部却下・一
部棄却) 判例地方自治号頁
【事実関係】






例一三条一項・筆者注) としており､ 個人情報開示請求ができるのは､ 実施機関が保有する個人情











事例 (Ｃ) 静岡地判平成年月日 (自己情報不開示決定取消請求事件：一部認容・一部棄
却) 判例タイムズ号頁
【事実関係】




載 (指導要録中の自己情報として､ ｢各教科の学習の記録｣､ ｢特別活動の記録｣ 及び ｢行動の記録｣
の中の所見欄､ 就学指導調査票の自己情報として､ ｢学習のあらわれ｣ 欄､ ｢身辺処理性格行動のあ
らわれ｣ 欄､ ｢身体健康状況・家庭環境｣ 欄､ ｢知能指数｣ 欄､ ｢検査月日｣ 欄､ ｢検査名｣ 欄などが
記載されている) 自己情報を不開示とする部分の取消しを求めた事案である｡
【判示事項】
｢本条例一三条一項は､ 前記のとおり､ 市民等は実施機関が管理している 『自己に関する』 個人
情報の開示を請求することができると規定していて､ 自己以外の者に関する個人情報を請求できる
との規定は存在しない｡ このような本条例の規定の仕方､ 及び､ たとえ親権者であっても本人と常
に利害関係等が一致するとは限らないことを考えれば､ 未成年者の個人情報の開示を請求できるの
はその未成年者本人に限られ､ ただし､ その未成年者本人が開示請求をするには､ 手続として､ 親
権者が代理してこれを行わなければならないものと解すべきである｡ 前記の自己情報開示等請求書・・
の定型書式には､ 個人情報の本人欄の他に､ 請求者の区分欄があり､ ここには 『本人』 欄と 『法定
代理人』 欄が存在して､ いずれかに印を記載するようになっているが､ この書式からは､ 法定代理
人独自の情報開示請求が認められていると解すべきものではなく､ 上記のとおり未成年者が開示請
求をするには法定代理人が未成年者を代理しなければならないとの意味に解さなければならない｡
そうすると､ 本件において､ 原告が甲 (子供・筆者注) の個人情報の開示請求をしたのは誤りであ
り､ この開示が得られなかったとして､ 原告が本訴を提起したのも､ 上記原則からいえば､ 誤りで
あったと言わなければならない｡｣
(３)
事例 (Ｄ) さいたま地判平成年４月日 (個人情報不開示処分取消請求事件：棄却) 判例集
未登載
【事実関係】
原告は､ 埼玉県の鴻巣市個人情報保護条例に基づき､ 鴻巣市教育委員会に対し､ 法定代理人とし
て､ 離婚後に自己が親権を有することとなった３人の子に代わって同人らに係る学齢簿登載通知書











もに生活していない親が､ 探索的な情報開示請求をすることにより､ 子の居住地を探索したり､ そ
れを把握した上で､ 子を連れ去ったり､ 関係者に自己の主張を通すために一定の働きかけをしたり
等の行動を起こすことも稀ではないことは公知の事実である｡ そして､ 鴻巣市教育委員会において､




いから､ 原告において､ 東松山市内の学校を個別に回る等の方法により､ 子の在学の有無の確認を
したり､ 在学が確認された場合には､ 子や甲 (母親・筆者注)､ 学校関係者等に何らかの働きかけ
をする懸念が皆無とはいいがたい｡ 上記のような本件に顕われた諸々の事実を勘案すると､ 本件開
示請求に対し､ 鴻巣市教員委員会が､ 原告請求に係る 『学齢簿登載通知書 (東松山から送られたも























た被上告人 (原告である妻・筆者注) であることは､ 本件公開請求それ自体において明らかであっ











事例 (Ｆ) 浦和地判平成９年８月日 (行政情報非公開決定処分取消請求事件：棄却) 判例時
報号頁・判例タイムズ号頁
【事実関係】







(なお､ 埼玉県側は､ 当該処分取消訴訟が提起された後に､ 非開示決定の理由として､ 当該情報
は通常他人に知られたくないものに該当すること､ そして､ 親は､ 同条例第７条本文により､ その
子の情報の公開を請求することができない､ との理由を追加主張するに至った)｡
【判示事項】
｢本件においては､ 甲 (原告の息子・筆者注) は昭和四五年一〇月二二日生まれであるから､ 原
告が本件調査書の公開を請求した当時は既に一八歳であって､ 自ら公開請求をするかどうかを充分
判断しうる年齢に達していたということができる｡ そして､ 親と子であっても､ その人格がそれぞ





















本件は､ 高齢者福祉施設内で負傷し､ その治療のために入院したものの富山県の (旧) 新湊市市
民病院で死亡してしまった実母の死因を知りたいとして､ 同市情報公開条例 (平成年市条例第１
号) に基づき､ 原告が亡母の同市民病院におけるカルテその他一式の開示を新湊市長に対して請求




｢本件診療記録は､ 前記のとおり､ 甲 (原告の母・筆者注・以下同じ) が本件事故直後に入院し､
死亡するまでの間の市民病院における甲に対する診療等を記録した甲のカルテ等であるから､ そこ
には､ 本件事故による甲の負傷の程度を含む甲の広義の死因に関する情報､ それも密接な関連を有
する情報が記録されていることが容易に推認される｡ そうすると､ 本件診療記録は､ 甲の個人識別






人である控訴人との関係で､ 社会通念上､ その個人識別情報にも該当するため､ 控訴人は､ 本件診









れている｡ ちなみに､ 行政機関個人情報保護法第２条５項 (及び個人情報保護条例) によると､
｢本人｣ とは ｢個人情報によって識別される特定の個人をいう｡｣ とされる｡ また､ 同法第条１項
では､ ｢何人も､ この法律の定めるところにより､ 行政機関の長に対し､ 当該行政機関の保有する
自己を本人とする保有個人情報の開示を請求することができる｡｣ と規定されている｡ 自治体の個
人情報保護条例でも､ 例えば､ 東京都個人情報保護条例第条１項は､ ｢何人も､ 実施機関に対し､
当該実施機関が保有する自己を本人とする保有個人情報の開示の請求・・・をすることができる｡｣
と規定している｡
これらの規定にいう ｢何人｣ とは､ 自然人すべてを指し､ 国民及び市区町村民に限らず､ 他の市
区町村民や外国人も含まれうる｡ もっとも､ 開示請求の対象となるのは､ ｢自己を本人とする保有
個人情報｣､ ｢自己に関する個人情報｣ あるいは ｢自己を本人とする個人情報｣ などであることから､
開示請求を行うことができるのは ｢本人｣ に限られる｡ 従って､ 原則として本人の同意がない限り､
たとえ配偶者あるいは家族であっても開示の請求を行うことはできないのである｡ この点は､ 事例
(Ｂ) 及び事例 (Ｆ) の判示事項に如実に顕れている｡ まさしく､ 個人情報の内容は本人に帰属し､
個人のプライバシーに関わるものであるから､ 本人が単独で個人情報の開示請求を行うのが通常の





事例 (Ｅ) は､ 個人情報保護条例ではなく､ 旧兵庫県公文書公開条例に基づいて個人情報の公開
請求が行われた事例である
(９)
｡ 本件では､ 夫と妻が､ 妻の分娩に関する診療報酬明細書の公開を求め
たものの､ 兵庫県知事が､ 当該妻の情報は個人識別情報で､ 通常他人に知られたくないものに該当
するとして非公開決定を行ったのである｡ 警察行政 (犯罪捜査・治安維持) や税務行政 (税務調査・
税務査察) など公益に関係する場合にあっては､ 配偶者間でのプライバシー保護は､ 一歩後退する
と考えられる｡ しかし､ 仮に､ 民法第条との関連で､ 日常の家事に関して夫婦の一方が他方を
代理するという日常家事代理権を認めたとしも､ 個人のプライバシーという一身専属的権利は､ 日
常家事代理権の範疇には属しない､ と見ることが妥当な解釈と思われる｡ ちなみに､ 事例 (Ｆ) で
は､ ｢親と子であっても､ その人格がそれぞれ別個であることは当然であるから､ 子は､ 相応の年
齢の達した時には､ 親に対する関係においてもプライバシーを保護される権利を有しているといわ
なければならないし､ また､ 子と親との利害が反するとまではいえなくても､ 子が親の干渉を拒み､
自己に関する情報を親が入手することに抵抗を覚えるといった事態も容易に予想されるところであ
る｡｣ と判示されているが､ 同様の論理は配偶者間でも妥当しよう｡ そうであるならば､ 配偶者た
る夫が､ 妻の同意なくして妻本人の個人情報の開示請求を行ったのであれば､ プライバシー保護の
観点からしても､ これが認められないことは当然の帰結と言えよう｡ また､ 配偶者たる妻が､ 夫の
同意なくして夫本人の個人情報の開示請求を行った場合も､ まさしく同様といえよう｡





第１審である神戸地裁は､ 兵庫県公文書公開条例 (旧) 第３条が公文書は原則公開としながらも､
(旧) 第８条１号において ｢個人の思想､ 宗教､ 健康状態､ 病歴､ 住所､ 家族関係､ 資格､ 学歴､




(旧条項・筆者注) に定める情報が記録されているというべきであり､ 本件処分は適法である｡｣ と
判示している｡ しかし､ 本件では､ 妻が夫とともに､ 妻が納得した上で妻本人の個人情報の公開を
求めたのであるから､ ｢通常他人に知られたくない情報｣ と考えるのは早計であり､ 兵庫県側の判
断は杞憂に過ぎないと言えまいか｡ 従って､ 大阪高裁及び最高裁が ｢当該個人が自ら公開請求をし
ている場合には､ 当該個人及びこれと共同で請求をしているその配偶者に請求に係る公文書が開示
されても､ 当該個人の権利利益が害されるおそれはない｣ と判示していることは､ まさしく正鵠を




きない場合､ 本人から委任を受けた者がこれを行うことができるのであろうか｡ 例えば､ 埼玉県の
北本市が実施している高齢者福祉サービス事業の一環であるホームヘルパー派遣事業に関し､ 介護
者 (息子の配偶者) 自らが北本市個人情報保護条例に基づき､ 同市のケースワーカーが被介護者
(義理の母親) に面接して行った生活指導記録表の被介護者関連の個人情報について､ 開示請求を








と規定しているからである｡ 本件事例では､ 介護人による代理請求につき､ 被介護者の ｢本人の福
祉の増進に資する｣ と認められ､ 開示請求自体は適法と取り扱われたようである｡ いずれにしても､
個人情報保護条例にこういった規定があれば､ その他､ 町田市個人情報保護条例第条２項や平塚
市個人情報保護条例第条２項のように､ 本人が開示の請求をすることができないやむを得ない理由













情報保護制度の趣旨を没却させかねない｡ 従って､ 個人情報保護条例や同条例施行規則上､ 任意代
理についての規定がない場合であっても､ 不正・偽計の手段によって代理権を取得したことが判明
した場合などを除き､ 例えば､ 親子や家族､ たとえ第三者であっても､ 当該本人との関係が密接・
特別な関係があり､ 個人の生命・身体・財産を保護する上で緊急かつ真にやむを得ないと認められ
るときには､ 行政機関による柔軟な対応も必要とされよう｡ もっとも､ 個人情報保護条例の運用実
務上､ 法定代理人には､ 開示請求書ないし開示等請求書の提出とともに､ ｢代理権を有することを





事例 (Ｃ) は､ 子供の個人情報を法定代理人 (親権者：民法第条・第条) としてではなく､
母親本人の個人情報として開示請求が行われた事例である｡ 本件で問題となったのは､ 伊東市個人
情報保護条例施行規則第条１項にいう ｢自己情報開示等請求書｣ の請求者の区分につき､ 本人欄
と法定代理人欄とを誤認し､ 法定代理人である母親が本人欄をチェック・記載してしまったことで










れる｡ また､ 開示請求者ないし法定代理人であることを示す書類を提出すること､ さらに､ 開示請
求書に不備がある場合には､ 行政機関の長は相当の期間を定めて､ その補正を求めることができる
とされる｡ 伊東市個人情報保護条例及び同条例施行規則､ 町田市個人情報保護条例及び同条例施行











｡ この点は､ 何よりもまず､ 行政争訟における原告の権利利益保護という観点から､ より一層
強調されてしかるべきである｡ なぜなら､ 行政機関が相当期間を経過しても開示請求者に対して開
示・非開示の決定を行わない場合､ 開示請求者は､ 行政不服審査法第３条にいう ｢異議申立て｣ や








ここで重要なのは､ 不作為に係る ｢異議申立て｣ や ｢審査請求｣､ ｢不作為の違法確認の訴え｣ を
提起できるのは､ ｢法令に基づく申請｣ を行った場合に限定される点である｡ 個人情報の開示請求
が､ 行政機関個人情報保護法や個人情報保護条例に基づくものである限り､ ｢法令｣ に基づく申請
であることは間違いない｡ しかし､ 法令に基づく ｢申請｣ であることは､ 相手方行政機関に応答義
務を発生させるものでなければならない
()




うことが可能な場合もある｡ しかし､ これらは､ ｢実施機関があらかじめ定めた保有個人情報｣ あ
るいは ｢保有個人情報のうち､ 直ちに開示することができるものとして実施機関で定めるもの｣ に
限定されていることに留意しなければならない｡
また､ 文書による郵送の場合には､ それが本人の意思に基づくものかが確認できず､ 開示請求し
ようとしている個人情報の特定も十分に行うことができない｡ さらに､ 後日､ 不作為に係る ｢異議
申立て｣ や ｢審査請求｣､ ｢不作為の違法確認の訴え｣ を提起する際の書証とならないなどの支障が

















死者の個人情報についての規定を置いていない｡ もっとも､ 当該法律の実務運営上､ 死者に関する
情報が遺族の個人情報となるような場合には､ 当該遺族が自己の個人情報として開示請求を行うこ





できるのであろうか｡ 例えば､ 死者に関する個人情報が誤っていたと見られる場合､ 遺族が当該本
人の個人情報の開示請求を行って､ 訂正や削除の請求を行うことができるであろうか｡ いかなる場
合に､ 死者に関する情報が同時に生存する個人の情報に帰属するかについて､ その判断は必ずしも
容易ではないと思われる｡ こういった問題を事前に解決するため､ 個人情報保護条例では､ 死者の




事例 (Ａ) は､ 遺族から死者の教育関連情報について開示請求が行われた事例である｡ 本件が争
われた時点で､ 町田市個人情報保護条例は､ 死者の個人情報に関する規定を置いていなかった｡ し
かし､ 平成年に条例改正が行われ､ 第条３項では ｢保有個人情報に係る本人が死亡した場合に
おける当該保有個人情報については､ 当該死亡した者と一定の身分関係にある者として規則で定め
る者に限り､ ・・・開示の請求をすることができる｡｣ と規定されるに至った｡ そして､ 同条例施
行規則第条の３では､ ①死者から財産を相続した相続人につき､ 相続した当該財産に係る当該死
者の保有個人情報､ ②死者の死に起因して取得した慰謝料等の請求権(前号に掲げるものを除く｡)
を有する者のうち､ 当該死者の配偶者 (届出をしていないが､ 当該死者の死亡の当時事実上婚姻関






また､ 事例 (Ｇ) につき､ 本件が争われた時点では個人情報保護条例自体が制定されておらず､
そのため､ 原告は､ 新湊市情報公開条例に基づいて個人情報の公開を行ったのである｡ 現在､ 新湊
市は市町村合併により射水市となり､ 同市個人情報条例第条３項は､ ｢死者の個人情報について
は､ 次に掲げる者 (以下 『遺族』 という｡) は､ この条例の定めるところにより､ 実施機関に対し､
当該実施機関の保有する当該死者を本人とする保有個人情報の開示を請求することができる｡｣ と













それでは､ 遺族による死者の個人情報についての開示請求につき､ 東京都､ 埼玉県､ 平塚市､ 伊
東市及び鴻巣市のように､ 個人情報保護条例上､ 法文の欠落を見ている場合はどうであろうか｡ 行
政機関個人情報保護法に言及すれば､ 死者に関する情報である相続財産等に関する情報の中に遺族




､ との指摘も見られる｡ その他､ 個人情報保護条例の運用に関しても､ 前




ところで､ 事例 (Ａ) では､ 自分の子供が死亡してしまったのであるから､ 父親は法定代理人
(親権者) として死者の個人情報につき開示請求を行うことは不可能と言える｡ しかし､ 第１審で
ある東京地裁とともに､ 控訴審である東京高裁が説示するように､ ｢本件のように､ 親権者であっ
た者が死亡した未成年の子どもの個人情報の開示を求めているという場合については､ 社会通念上､
この子どもに関する個人情報を請求者自身の個人情報と同視し得るものとする余地もある｣ と考え











遺族には開示請求権が認められている｡ 社会においては､ 死亡した未成年者に最も愛情を注ぎ､ 実
質的に養育の任にあたってきた者が親権者ではないようなケース (例えば､ 祖父母や兄姉) もあり
得ないわけではないので
()









前項の規定による開示の請求・・をすることができる｡｣ と､ そして､ 数多くの個人情報保護条例
でも ｢未成年者又は成年被後見人の法定代理人は､ 本人に代わって開示請求をすることができる｡｣
と規定されている｡ ちなみに､ 事例 (Ｂ) は､ 平塚市個人情報保護条例で法定代理人に関する規定
が欠落していた当時､ 父親ではあるが親権者でない者からの開示請求がなされた事例である｡ 本件









市立中学校３年に在学し､ 公立高等学校に進学を希望していた生徒 (歳～歳) が､ 入学願書の





















ちなみに､ ①の事例 (Ｃ) は母親が小学生の､ ②は父母が小学生及び中学生の､ ③は父親が高校生
の法定代理人として､ 本人の個人情報について開示請求を行ったものである｡ 個人情報保護条例の
実際の運用としては､ () 法定代理人からの請求又は法定代理人の同席のもとで未成年者本人請




点からすると､ ①及び②の事例は () に該当し､ 明らかに未成年者本人の利益と相反する場合は







｡ また､ ③は､ 高校生本人が単独で開示請求することができる事案ではあるが､
() の未成年者の同意の下に行われた法定代理人単独ないし共同開示請求に該当する事例と言えよ
う｡





書に父親の氏名のみが記載され､ また､ 当該請求書の ｢請求にかかる個人情報の内容｣ 欄には､ 父
親が子供 (義務教育を終了した高校生) の法定代理人親権者の資格で開示請求している旨が記載さ
れていた｡ さらに､ 非開示決定通知書にも ｢本人 (氏名) 法定代理人 (氏名) 様｣ との記載がされ
ていた｡ ここでは､ 父親による単独開示請求が､ 子供を主体とした適式なものとして取り扱われた


















ところで､ 当該事例 (Ｆ) は､ 埼玉県個人情報保護条例ではなく､ 当時の埼玉県行政情報公開条
例に基づいて個人情報の開示が行われた事例に属する｡ 個人情報の開示請求につき､ 現在の埼玉県
個人情報保護条例では､ 未成年者と法定代理人との間での利益相反行為に関する規定が置かれてい
ない｡ 他方､ 事例 (Ｂ) との関連で､ 平塚市個人情報保護条例第条１号は､ ｢請求代理人により
開示請求がされた情報であって､ 開示することが開示請求に係る本人の利益に反するおそれがある
と認められるもの｣ については､ 非開示を規定するに至った｡ こういった法定代理人と未成年本人
との利益調整規定は､ 東京都､ 長野県あるいは神奈川県逗子市の個人情報保護条例などにも見られ
る｡ 特に､ 埼玉県の草加市個人情報保護条例第条２項が､ ｢本人が未成年者で満歳以上のもの











以上､ 自己情報に関する本人の開示請求のみならず､ 任意代理人､ 遺族や法定代理人に関する開
示請求の可能性に言及してきた｡ 自己情報開示請求権は､ 国や自治体に対して､ 自己情報の正確性・
最新性を主張するための前提として､ 他者保有情報へのアクセス権・監視権として機能している｡
これは､ 個人情報の開示を通じて､ 本人の権利利益の保護を図る趣旨に他ならない｡ そうであるな
らば､ 本人が自己情報の開示請求をなしうる限り､ 代理請求を一般的に認める実益には乏しく､ ま
た､ 広く代理請求を認めることは､ 本人の権利利益保護に欠けることに繋がる｡ こういった意味か
らすると､ 任意代理人､ 遺族や法定代理人に開示請求権が認められるのは､ (親権者としての法定




が認められるとしても､ 遺族や法定代理人には､ どの程度の情報開示がなされるのであろうか｡ 例







(１) 本稿で参照した主な文献は､ 宇賀克也 『個人情報保護法の逐条解説 (第３版)』 (有斐閣・
年)､ 同 『個人情報保護の理論と実務』 (有斐閣・年)､ 奥津茂樹 『個人情報保護の論点』 (ぎょ
うせい・年)､ 兼子仁他 『情報公開・個人情報条例運用事典』 (悠々社・年)､ 総務省行
政管理局監修：社団法人行政情報システム研究所編 『行政機関等個人情報保護法の解説 (増補版)』
(ぎょうせい・年)､ 夏井高人・新保史生 『個人情報保護条例と自治体の責務』 (ぎょうせい・
	年)､ 平松毅 『個人情報保護―理論と運用』 (有信堂・年) などである｡
(２) 判例評釈として､ 第１審につき､ 安達和志 ｢いじめ自殺生徒に関する市立中学校作文不開示決
定の適法性｣ (法学教室	号) 頁～頁､ 常本照樹 ｢中学校生徒の親からの､ 個人情報保護
条例に基づく､ 右生徒の自殺に関する全校生徒の作文の開示請求を棄却した決定が相当とされた









(３) 判例評釈として､ 森田明 ｢子の指導要録の開示請求と親の原告適格｣ (法律時報巻８号・小
特集・個人情報保護判例の展開と到達点⑤) 頁～頁がある｡
(４) 判例評釈として､ 友岡史仁 ｢市教育委員会による学齢簿登載通知書の存否応答拒否が認容され
た事件｣ (季報情報公開・個人情報保護号) 頁～頁､ 野村武司 ｢学齢簿登載通知書開示請
求事件｣ (季刊教育法	号) 頁～	頁がある｡
(５) 控訴審の判例評釈としては､ 赤坂正浩 ｢個人情報非公開原則と自己情報開示請求権―レセプト
公開請求事件｣ (ジュリスト・平成８年度重要判例解説・憲法２) ９頁～	
頁､ 宇賀克也 ｢公文




年) 頁～頁､ 鈴木渉 ｢診療報酬請求明細書非公開決定取消請求控訴事件｣ (判例地方自治	












た場合の公開の可否｣ (法学教室	号) 	頁～	頁､ 磯部哲 ｢兵庫県における診療報酬明細書
の本人開示請求事件｣ (季報情報公開５号) 	頁～	頁､ 宇賀克也 ｢自己情報の本人開示請求―
レセプト訴訟｣ (『メディア判例百選』 有斐閣・

年) 頁～頁､ 同 ｢公文書公開条例に基づ
く診療報酬明細書の公開請求｣ (『社会保障判例百選 (第４版)』 有斐閣・

年) 頁～頁､
田村達久 ｢情報公開条例と本人開示｣ (『行政判例百選Ⅰ (第５版)』 有斐閣・

年) 頁～
頁､ 中川丈久 ｢公文書公開条例による本人開示請求｣ (ジュリスト・平成	年度重要判例解説・
行政法８) 
頁～頁､ 同 ｢情報公開と本人開示｣ (『地方自治判例百選 (第３版)』 有斐閣・


年) 頁～頁､ 早坂禧子 ｢診療報酬明細書非公開決定取消請求最高裁判決｣ (法令解説資料総








頁､ 古本晴英 ｢情報公開条例と本人情報開示請求｣ (法律時報巻５号・
小特集・情報公開判例の新展開 [上] ③) 頁～頁､ 松本和彦 ｢情報公開と個人情報の本人開
示―レセプト情報公開請求事件｣ (『憲法判例百選Ⅰ (第５版)』 有斐閣・

年) 	頁～	頁､
宮武康 ｢公文書の公開等に関する条例 (昭和	年兵庫県条例第３号) に基づき個人情報の記録さ
れた公文書の公開請求を本人及びその配偶者が共同でした場合に当該情報が個人情報に関する非
公開事由を定めた同条例８条１号に該当するとしてされた非公開決定が違法とされた事例｣ (判
例タイムズ		号・平成	年度主要民事判例解説) 頁～頁､ 米沢広一・羽渕雅裕 ｢診療報
酬請求明細書非公開決定取消請求上告事件 (兵庫県)｣ (判例地方自治号) 		頁～		頁など
がある｡
(６) 判例評釈として､ 清水幸雄 ｢法定代理人による情報公開請求｣ (清和法学研究５巻１号) 
頁
～頁がある｡
(７) 控訴審に関する判例評釈として､ 村上裕章 ｢死者の診療記録の相続人による開示請求｣ (季報
情報公開	号) 	頁～	頁がある｡
(８) 個人情報保護条例で ｢保護されるべき利益｣ の内容については､ 平松・前掲書	
頁～	
頁を
参照｡ なお､ 情報が絶大な権力を有する今日的状況に鑑みれば､ プライバシーの権利は､ 個人が
私生活を真に自由に享有するために必要不可欠な権利であり､ ここでは､ プライバシーの権利が､
私生活領域への干渉排除権といった自由権的性格とともに､ 私生活関連情報の開示権といった請




皆川治廣 『プライバシー権の保護と限界論―フランス法研究』 (北樹出版・年) 頁以下を
参照｡
(９) なお､ 個人情報保護条例に基づく開示請求とともに､ 情報公開条例に基づく個人情報の公開請
求を検討した論稿として､ 小幡純子 ｢本人開示｣ (法学教室号・特集・情報公開の重要判例)
頁～頁､ 大石泰彦 ｢個人情報保護制度と開示請求｣ (竹田稔・堀部政男編 『新・裁判実務体
系 (９) 名誉・プライバシー保護関係訴訟法』 青林書院・年) 頁～頁､ 松井茂記 ｢情
報公開制度と個人情報｣ (同上書) 頁～頁などがある｡
() さいたま地判平成年３月日 (個人情報公開拒否処分取消請求事件・第１審：棄却) 判例地
方自治号頁､ 東京高判平成年９月日 (同・控訴審：原判決取消・認容) 判例時報
	号頁､ 判例評釈として､ 小町谷育子 ｢ケースワーカー生活指導記録表開示拒否処分取消請
求｣ (法律時報巻８号・小特集・個人情報保護判例の展開と到達点④) 頁～頁がある｡
() 同様の規定につき､ 宇賀・前掲書 (『個人情報保護法の逐条解説 (第３版)』) 	頁～	頁､
同・前掲書 (『個人情報保護の理論と実務』) 頁～頁を参照｡









頁､ 大阪高判平成８年９月日 (同・控訴審：棄却) 判例タ
イムズ	
号頁・判例地方自治号頁､ 第１審に関する判例評釈として､ 比山節男 ｢内申書





地方自治	号頁､ 判例評釈として､ 草野功一 ｢県立高等学校入試学力検査結果非公開処分取
消・国家賠償請求事件 (埼玉県)｣ (判例地方自治	号) 頁～頁がある｡ もっとも､ 本件事
例にあって､ ｢不作為の違法確認訴訟｣ は､ 原告側から取り下げられるに至った｡
() 芝池義一 『行政救済法講義 (第３版)』 (有斐閣・年) 頁を参照｡
() 兼子他・前掲書	頁｡ なお､ 総務省行政管理局監修：社団法人行政情報システム研究所編・
前掲書	頁によると､ ファクシミリによる提出は本人確認が困難なことから認められていないが､
開示請求を受け付ける窓口への持参以外に､ 開示請求書を送付してこれを行うことも可能とされ
ている｡ この点､ 実務上の問題が起きないように､ 本人の身分確認や意思確認が徹底されていると
思われる｡
() 宇賀克也 『行政法概説Ⅱ・行政救済法 (第２版)』 (有斐閣・	年) 頁～頁､ 塩野宏
『行政法Ⅱ・行政救済法 (第４版)』 (有斐閣・
年) 頁などを参照｡
(	) 宇賀・前掲書 (『個人情報保護法の逐条解説 (第３版)』) 頁｡




() 死者の個人情報の開示については､ 奥津・前掲書	頁～		頁､ 山代義雄 ｢個人情報保護制度に












号頁､ 名古屋高判平成年７月日 (同・控訴審：原判決取消・一部却下・一部棄却) 判例集
未登載､ 第１審に関する判例評釈として､ 佐伯彰洋 ｢死体見分調書等の遺族による開示請求｣
(季報情報公開・個人情報保護号) 頁～頁､ 控訴審に関する判例評釈として､ 大林啓吾
｢死体見分調書等の捜査情報開示請求事件｣ (季報情報公開・個人情報保護号) 	頁～	
頁､ 友
岡史仁 ｢犯罪捜査等情報に関する保有個人情報の不開示判断の裁量性｣ (法学セミナー号) 

頁などがある｡









頁・判例地方自治号頁､ 判例評釈として､ 下村哲夫 ｢指導要録非公開処分の条
例非公開理由該当性―指導要録非公開処分取消請求事件東京地裁判決｣ (法学教室	号) 頁














() 東京地判平成年９月日 (調査書特記事項不開示処分取消請求事件：認容) 判例時報号




(	) その他､ 法定代理人と未成年本人との利益調整については､ 宇賀・前掲書 (『個人情報保護法
の逐条解説 (第３版)』) 
頁～頁､ 同・前掲書 (『個人情報保護の理論と実務』) 
頁～

頁､ 夏井他・前掲書頁～頁､ 東京都個人情報保護委員会 『未成年者の法定代理人による開
示請求の取扱いに関する報告書』 (年月) などを参照｡
() 例えば､ 死者が家族に秘密にしておいた社会生活上の交友関係､ 交際関係などがあろう｡ また､
心身の状況として､ ｢ＨＩＶに感染しているという情報｣ は､ 現在の社会情勢からして社会的差
別をもたらすおそれのある情報であり､ ｢センシティブ情報｣ に他ならない｡ なお､ ｢センシティ
ブ情報｣ の本人外収集が問題とされた事例については､ 東京地判平成	年５月日 (損害賠償請
求事件：一部認容・一部棄却) 判例タイムズ号頁・労働判例	号頁・判例地方自治	
号頁､ 皆川治廣 ｢行政機関による個人情報の本人外収集の制限と許容性｣ (慶應義塾創立	
年記念法学部論文集 『慶應の法律学・公法Ⅱ』 慶応義塾大学出版会・年) を参照されたい｡
	
 []

